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火薬類取締法に関すること

Ｑ１　許可申請、届出・報告はどこの市町村が窓口になりますか。

Ａ１　それぞれの内容は下記のとおりです。（市町村への移譲時期など詳細は確認願います。）

・貯蔵（火薬庫）関係は、施設の所在地を管轄する市町村
・販売営業関係は、事業所の所在地を管轄する市町村

・消費・譲受消費（煙火・発破など）は、行為地を管轄する市町村
・譲受・譲渡は、申請者の住所を管轄する市町村
ただし、譲受の無許可消費（建設用びょう打ち銃用空砲など）のうち、住所地が府外の申請者は、主たる消費地（１市町村）を管轄する市町村。

・輸入関係は、陸揚地を管轄する市町村　

Ｑ２　提出部数や書類は変わりますか。

Ａ２　基本的にこれまでとは変わりませんが、提出が必要な市町村が複数になる場合などもありますので、窓口で十分確認願います。

Ｑ３　譲受消費許可において、消費地が市町村をまたがる場合はどのようになりますか。

Ａ３　「主たる消費地の市町村」に譲受消費許可の申請をしていただき、「その他の市町村」には消費許可のみ申請してください。

Ｑ４　銃砲店における猟銃等の製造・販売許可、届出・報告、立入検査はどのようになりますか。

Ａ４　「武器等製造法」に基づく事務は移譲しません。なお、「火薬類取締法」に関する部分（実包の販売営業許可等）は市町村へ移譲されます。

Ｑ５　火薬類取扱保安責任者免状などの交付申請（新規・再交付・書換）の窓口は、今後どのようになりますか。
Ａ５　引き続き、大阪府が委託している全国火薬類保安協会が行います。
Ｑ６　現在大阪府に一括して申請している火薬庫の保安検査申請は複数の市に火薬庫が所在している場合、それぞれの市に申請することになるのでしょうか。

Ａ６　そのとおりです。
